
JP 6078987 B2 2017.2.15

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射性ストロンチウムを含む排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩とを撹拌機付き反応
槽で混合することにより、該排水中の放射性ストロンチウムを該粉末状チタン酸アルカリ
金属塩に吸着させた後、放射性ストロンチウムを吸着した粉末状チタン酸アルカリ金属塩
を固液分離する放射性ストロンチウム含有排水の処理方法であって、
　前記排水に、該排水中に含有されるストロンチウムの１．０～２．０倍当量の炭酸イオ
ンを加えた後、更にアルカリを加えて、ｐＨを９．０～１３．５に調整することにより、
該排水中のストロンチウムを析出させるアルカリ凝集工程を含み、該アルカリ凝集工程に
おいて、或いは該アルカリ凝集工程後に、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加する
ことを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【請求項２】
　放射性ストロンチウムを含む排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩とを撹拌機付き反応
槽で混合することにより、該排水中の放射性ストロンチウムを該粉末状チタン酸アルカリ
金属塩に吸着させた後、放射性ストロンチウムを吸着した粉末状チタン酸アルカリ金属塩
を固液分離する放射性ストロンチウム含有排水の処理方法であって、
　前記排水が、ストロンチウム以外のアルカリ土類金属を含み、該排水中の全アルカリ土
類金属の１．０～２．０倍当量の炭酸イオンを加え、更にアルカリを加えてｐＨを９．０
～１３．５に調整することにより、該排水中のストロンチウムとストロンチウム以外のア
ルカリ土類金属を炭酸塩もしくは水酸化物として析出させるアルカリ凝集工程を含み、該
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アルカリ凝集工程において、或いは該アルカリ凝集工程後に、前記粉末状チタン酸アルカ
リ金属塩を添加することを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【請求項３】
　請求項１又は２において、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩のアルカリ金属がナトリ
ウム及び／又はカリウムであることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方
法。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれか１項において、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩は、平
均粒子径が１～１０００μｍであり、不規則な方向に複数の突起が延び先端が丸みを帯び
た非繊維形状であることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれか１項において、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩を、ス
ラリーとして用いることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【請求項６】
　放射性ストロンチウムを含む排水に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して該排水中
の放射性ストロンチウムを粉末状チタン酸アルカリ金属塩に吸着させて処理する装置であ
って、
　撹拌機付き反応槽と、
　該撹拌機付き反応槽に前記排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加する手段と、
　前記撹拌機付き反応槽に、該排水中に含有されているストロンチウムの１．０～２．０
倍当量の炭酸塩を添加する手段と、
　該撹拌機付き反応槽にアルカリを添加して該反応槽内のｐＨを９．０～１３．５に調整
する手段と、
　該撹拌機付き反応槽からの反応液を固液分離する固液分離手段とを備えることを特徴と
する放射性ストロンチウム含有排水の処理装置。
【請求項７】
　放射性ストロンチウムを含む排水に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して該排水中
の放射性ストロンチウムを粉末状チタン酸アルカリ金属塩に吸着させて処理する装置であ
って、
　撹拌機付き反応槽と、
　該撹拌機付き反応槽に前記排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加する手段と、
　該撹拌機付き反応槽からの反応液を固液分離する固液分離手段と、
　前記撹拌機付き反応槽の前段に設けられた、前記排水に、該排水中に含有されているス
トロンチウムの１．０～２．０倍当量の炭酸塩を添加すると共にアルカリを添加してｐＨ
９．０～１３．５に調製して反応させる第一反応槽とを有し、
　該第一反応槽の流出液が前記撹拌機付き反応槽に導入されることを特徴とする放射性ス
トロンチウム含有排水の処理装置。
【請求項８】
　請求項６又は７において、前記固液分離手段が沈殿槽もしくは限外濾過膜分離装置であ
ることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射性ストロンチウムを含む放射性排水から、効率的に放射性ストロンチウ
ムを除去する方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　放射性ストロンチウム９０Ｓｒは、放射性セシウムと同様に、半減期が長く、また、水
への拡散性が高い核分裂生成物であり、放射性セシウムと同様、放射性ストロンチウムに
より汚染された水についても、効率的に放射性ストロンチウムを除去処理する技術の改良
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が望まれている。
【０００３】
　従来、放射性ストロンチウムを含む排水を処理する方法として、オルトチタン酸からな
る吸着剤を用いて、放射性ストロンチウムを吸着除去する方法が知られており（非特許文
献１）、そのような吸着剤として、チタン酸ナトリウムを顆粒化して用いる方法が提案さ
れている（特許文献１）。
【０００４】
　また、本発明者らは先に、ストロンチウム含有排水に炭酸塩を加え、ｐＨを９～１３．
５に調整することで、排水中のストロンチウムを炭酸ストロンチウムとして沈殿させて除
去する方法を提案している（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４４２８５４１号公報
【特許文献２】特願２０１１－２４７４９４
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】久保田益光ほか“群分離法の開発：無機イオン交換体カラム法による９
０Ｓｒ及び１３４Ｃｓを含む廃液の処理法の開発”ＪＡＥＲＩ－Ｍ８２－１４４（１９８
２）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に記載されるように、チタン酸アルカリ金属塩単独で顆粒化した場合、充分
な押し潰し強度を確保することが難しい。そのため、顆粒状のチタン酸アルカリ金属塩を
充填した吸着塔に排水を通水して、ストロンチウムの吸着除去を行うと、顆粒の表面から
破砕して生成する微粒子が吸着塔出口から流出する結果、処理水の放射性ストロンチウム
に関するＤＦ（Ｄｅｃｏｎｔａｍｉｎａｔｉｏｎ　Ｆａｃｔｏｒ）値を安定的に確保する
ことが難しいという欠点があった。
　また、充填剤として充分な強度を付与する基材にチタン酸アルカリ金属塩を担持させる
方法では、不活性な基材の分だけ放射性廃棄物を増加させるという弊害があった。
　加えて、チタン酸アルカリ金属塩を担持した顆粒を製造する必要があるため、コストア
ップにつながるという問題もあった。
【０００８】
　また、ストロンチウムを高濃度で含む排水を処理する場合、高価な機能性材料であるチ
タン酸アルカリ金属塩を大量に用いる必要があった。更に、ストロンチウムと共に、同じ
アルカリ土類金属であるカルシウム、マグネシウムが共存するような海水が、放射性スト
ロンチウムで汚染された場合、ストロンチウムと同時に、カルシウム、マグネシウムもチ
タン酸アルカリ金属塩に吸着するため、更に大量のチタン酸アルカリ金属塩を用いる必要
があった。
【０００９】
　排水中のストロンチウムを炭酸塩として沈殿させた後、固液分離して除去する方法は、
特殊な機能性物質を使用する必要がなく、高濃度で存在するストロンチウムを粗取りする
上で有効な方法であるが、炭酸ストロンチウムの溶解度以下までストロンチウムを除去で
きないという課題があった。
【００１０】
　本発明は、放射性ストロンチウムを含有する排水から放射性ストロンチウムを効率的に
除去する処理方法及び処理装置を提供することを課題とする。
　本発明はまた、高濃度放射性ストロンチウム含有排水や、放射性ストロンチウムで汚染
された海水のような、放射性ストロンチウム以外のアルカリ土類金属を含む排水から効率
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的に放射性ストロンチウムを除去する処理方法及び処理装置を提供することを課題とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、チタン酸アルカリ金属塩
の粉末を、放射性ストロンチウム含有排水に直接添加して分散させることにより、効率的
に放射性ストロンチウムを吸着除去して処理水の放射線量を有効に低減させることができ
ることを見出した。
　また、その処理に先立ち、或いはその処理と並行して予め排水中のストロンチウム、そ
の他のアルカリ土類金属をアルカリ条件下で炭酸イオンと反応させることにより、沈殿を
生成させ、これらを容易に固液分離して除去することができることを見出した。
【００１２】
　本発明はこのような知見に基いて達成されたものであり、以下を要旨とする。
【００１３】
［１］　放射性ストロンチウムを含む排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩とを撹拌機付
き反応槽で混合することにより、該排水中の放射性ストロンチウムを該粉末状チタン酸ア
ルカリ金属塩に吸着させた後、放射性ストロンチウムを吸着した粉末状チタン酸アルカリ
金属塩を固液分離することを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【００１４】
［２］　［１］において、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩のアルカリ金属がナトリウ
ム及び／又はカリウムであることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法
。
【００１５】
［３］　［１］又は［２］において、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩は、平均粒子径
が１～１０００μｍであり、不規則な方向に複数の突起が延び先端が丸みを帯びた非繊維
形状であることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【００１６】
［４］　［１］ないし［３］のいずれかにおいて、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩を
、スラリーとして用いることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【００１７】
［５］　［１］ないし［４］のいずれかにおいて、前記排水に、該排水中に含有されるス
トロンチウムの１．０～２．０倍当量の炭酸イオンを加えた後、更にアルカリを加えて、
ｐＨを９．０～１３．５に調整することにより、該排水中のストロンチウムを析出させる
アルカリ凝集工程を含み、該アルカリ凝集工程において、或いは該アルカリ凝集工程後に
、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加することを特徴とする放射性ストロンチウム
含有排水の処理方法。
【００１８】
［６］　［１］ないし［４］のいずれかにおいて、前記排水が、ストロンチウム以外のア
ルカリ土類金属を含み、該排水中の全アルカリ土類金属の１．０～２．０倍当量の炭酸イ
オンを加え、更にアルカリを加えてｐＨを９．０～１３．５に調整することにより、該排
水中のストロンチウムとストロンチウム以外のアルカリ土類金属を炭酸塩もしくは水酸化
物として析出させるアルカリ凝集工程を含み、該アルカリ凝集工程において、或いは該ア
ルカリ凝集工程後に、前記粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加することを特徴とする放
射性ストロンチウム含有排水の処理方法。
【００１９】
［７］　放射性ストロンチウムを含む排水に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して該
排水中の放射性ストロンチウムを粉末状チタン酸アルカリ金属塩に吸着させて処理する装
置であって、撹拌機付き反応槽と、該撹拌機付き反応槽に前記排水と粉末状チタン酸アル
カリ金属塩を添加する手段と、該撹拌機付き反応槽からの反応液を固液分離する固液分離
手段とを備えることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理装置。
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【００２０】
［８］　［７］において、前記撹拌機付き反応槽に炭酸塩を添加する手段と、該反応槽内
のｐＨを調整する手段とを有することを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理
装置。
【００２１】
［９］　［７］において、前記撹拌機付き反応槽の前段に、前記排水に炭酸塩とアルカリ
を添加して反応させる反応槽を有し、該反応槽の流出液が前記撹拌機付き反応槽に導入さ
れることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理装置。
【００２２】
［１０］　［７］ないし［９］のいずれかにおいて、前記固液分離手段が沈殿槽もしくは
限外濾過膜分離装置であることを特徴とする放射性ストロンチウム含有排水の処理装置。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、チタン酸アルカリ金属塩の粉末を、放射性ストロンチウム含有排水に
直接添加して分散させることにより、効率的に放射性ストロンチウムを吸着除去して処理
水の放射線量を有効に低減させることができる。
【００２４】
　また、排水中の放射性ストロンチウム濃度が高い場合において、或いは、放射性ストロ
ンチウムで汚染された海水のように、放射性ストロンチウム以外のアルカリ土類金属を含
む排水の場合において、予め、或いはチタン酸アルカリ金属塩の粉末による処理と並行し
てアルカリ条件下で排水中のストロンチウムやアルカリ土類金属を炭酸イオンと反応させ
て析出させることにより、その排水中濃度を低減し、その後或いはそれと同時に粉末状チ
タン酸アルカリ金属塩による吸着処理を行うことにより、高濃度放射性ストロンチウム含
有排水や他のアルカリ土類金属を含む放射性ストロンチウム汚染海水等の処理においても
、少ない粉末状チタン酸アルカリ金属塩量で効率的な処理を行える。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置の実施の形態を示す系統図で
ある。
【図２】本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置の他の実施の形態を示す系統
図である。
【図３】本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置の別の実施の形態を示す系統
図である。
【図４】本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置の別の実施の形態を示す系統
図である。
【図５】二チタン酸カリウムのＳＥＭ写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に説明する実施形態は、本発明の
理解を容易にするためのものであって、何ら本発明を限定するものではなく、本発明はそ
の要旨を超えない範囲において、以下の実施形態に開示される各要素を種々変更して実施
することができる。
【００２７】
　本発明においては、放射性ストロンチウム含有排水（以下、「原水」と称す場合がある
。）に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して、撹拌機付き反応槽で撹拌混合すること
により、排水と粉末状チタン酸アルカリ金属塩とを固液接触させて排水中の放射性ストロ
ンチウムを粉末状チタン酸アルカリ金属塩に吸着させて除去する。その後は、放射性スト
ロンチウムを吸着した粉末状チタン酸アルカリ金属塩を固液分離することにより、放射性
ストロンチウムが高度に除去された処理水を得ることができる。
【００２８】
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　本発明で用いるチタン酸アルカリ金属塩のアルカリ金属としては、ストロンチウムの吸
着能の点でナトリウム及び／又はカリウムが好ましく、特に吸着速度と吸着量の観点より
二チタン酸カリウムと四チタン酸カリウムが好ましい。さらには、二チタン酸カリウムや
四チタン酸カリウムは一般的な溶融法等にて合成を行うと結晶形状が繊維状の物が得られ
るが、ＷＯ２００８／１２３０４６に記載されているように、チタン源及びカリウム源を
メカノケミカルに粉砕しながら混合した後、その粉砕混合物を６５０～１０００℃で焼成
することにより、不規則な方向に複数の突起が延び先端が丸みを帯びた形状を有する物が
得られる（図５）。このような形状のチタン酸カリウムは、繊維状物に比べ濾過膜等を傷
つけず、濾過特性の点で好ましい。
【００２９】
　原水中のストロンチウムイオンに固体のチタン酸アルカリ金属塩、例えば二チタン酸カ
リウムを接触させると、カリウム塩とストロンチウム塩の安定性の差異に基づいて、下記
式（１）のようなイオン交換反応が進行する。このことによって、ストロンチウムは原水
中から除去される。
　　　Ｋ２Ｏ・２ＴｉＯ２＋Ｓｒ２＋　→　ＳｒＯ・２ＴｉＯ２＋２Ｋ＋　　　　（１）
【００３０】
　排水に添加する粉末状チタン酸アルカリ金属塩としては、平均粒子径が１～１０００μ
ｍ、特に１～１００μｍ、とりわけ５～５０μｍであるものが好ましい。粉末状チタン酸
アルカリ金属塩の平均粒子径が小さ過ぎると取り扱い性が悪くなり、大き過ぎると比表面
積が小さくなって放射性ストロンチウムの吸着能が低下する傾向にある。平均粒子径は、
例えばレーザー回折粒度分布測定装置により測定することができる。
【００３１】
　また、本発明で用いる粉末状チタン酸アルカリ金属塩としては、化学式がＭ２Ｔｉ２Ｏ

５（Ｍ：アルカリ金属イオン）で表されるものが、カチオン交換容量が大きく、熱的にも
安定であり、酸、アルカリ等の薬品耐性にも優れている点で好ましい。
【００３２】
　チタン酸アルカリ金属塩としては、１種を単独で用いてもよく、アルカリ金属の異なる
ものや、上記性状の異なるもの２種以上を混合して用いてもよい。
【００３３】
　粉末状チタン酸アルカリ金属塩は、粉末のまま、定量粉体供給機を用いて原水に乾式供
給してもよいが、予めスラリーとしてタンクに貯蔵し、ポンプを用いて原水に湿式供給す
ることもできる。スラリーとする場合は、貯槽で沈降分離しないよう、撹拌機を設けたり
、供給ポンプの吐出ラインに循環ラインを設けて、循環しながら供給する方法を採用する
ことが好ましい。スラリーの溶媒としては、水又はアルカリ金属イオンを含む水溶液を用
いることができ、粉末状チタン酸アルカリ金属塩がストロンチウム吸着能の低いＨ型にな
ることを防止できる点で、アルカリ金属イオンを含む水溶液を用いるのが好ましい。粉末
状チタン酸アルカリ金属塩をスラリーとして供給する場合、スラリー中のチタン酸アルカ
リ金属塩濃度は１～５０重量％程度であることが取り扱い上好ましい。
【００３４】
　なお、粉末状チタン酸アルカリ金属塩は、特許文献１に記載されるように顆粒状の凝集
体として添加してもよい。この場合、凝集体の平均粒子径としては１０～１０００μｍ程
度が好ましく、１０～２５０μｍ程度がより好ましい。
【００３５】
　原水への粉末状チタン酸アルカリ金属塩の添加量は、原水の性状や、後述の炭酸塩によ
る処理の有無によっても異なるが、原水１Ｌに対して５０～５０００ｍｇすることが好ま
しい。粉末状チタン酸アルカリ金属塩添加量が少な過ぎると原水中の放射性ストロンチウ
ムを十分に除去することができず、多過ぎてもそれ以上の除去効果は望めず、徒に粉末状
チタン酸アルカリ金属塩使用量が多くなって不経済である。
【００３６】
　粉末状チタン酸アルカリ金属塩による放射性ストロンチウムの吸着処理は、通常ｐＨ７
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～１３程度の条件下で行うことが好ましく、従って、原水のｐＨが上記範囲を外れる場合
には、適宜、酸又はアルカリを添加してｐＨ調整する。
【００３７】
　原水に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加した後は、必要な反応時間を確保するため
に、撹拌機付き反応槽内で十分に撹拌混合する。この反応時間は通常１～１２０分程度と
することが好ましいことから、撹拌機付き反応槽は、この程度の滞留時間が得られるよう
に設計することが好ましい。
【００３８】
　撹拌機付き反応槽で原水に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して十分に反応させた
後の反応液は次いで固液分離するが、その際必要に応じて凝集剤を添加して凝集処理を行
ってもよい。この凝集剤としては、後述のアニオンポリマー等を用いることができ、その
添加量は通常０．５～５ｍｇ／Ｌ程度である。
【００３９】
　固液分離は、沈殿槽又はＭＦ（限外濾過）膜分離装置等を用いて行うことができる。
【００４０】
　このような処理で通常、放射性ストロンチウム濃度が１ｍｇ／Ｌ以下に低減された処理
水を得ることができる。
【００４１】
　本発明において、原水が放射性ストロンチウムと共に、アルカリ土類金属（安定同位体
のストロンチウムを含む）を多量に、例えば３ｍｇ／Ｌ以上含む場合、このような原水に
直接粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して放射性ストロンチウムを吸着除去しようと
すると、添加された粉末状チタン酸アルカリ金属塩が放射性ストロンチウム以外のアルカ
リ土類金属に使用され、大量の粉末状チタン酸アルカリ金属塩が必要となり経済的に不利
である。
【００４２】
　従って、このような原水を処理する場合は、原水にアルカリ条件下に炭酸塩を添加して
、原水中の放射性ストロンチウムやその他のアルカリ土類金属を析出、沈殿させ（以下、
この操作を「アルカリ凝集」と称す場合がある。）、その後、或いは、この処理と並行し
て粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添加して放射性ストロンチウムの吸着処理を行うこと
が好ましい。
【００４３】
　アルカリ凝集によれば、下記式（２）～（４）のような反応によって、原水中に溶解し
ているカルシウム、ストロンチウム、マグネシウムなどのアルカリ土類金属イオンは沈殿
として固定化される。
　　　Ｃａ２＋＋ＣＯ３

２－　→　ＣａＣＯ３↓　　　　　　　（２）
　　　Ｓｒ２＋＋ＣＯ３

２－　→　ＳｒＣＯ３↓　　　　　　　（３）
　　　Ｍｇ２＋＋２ＯＨ－　→　Ｍｇ（ＯＨ）２↓　　　　　（４）
【００４４】
　アルカリ凝集を行う場合、原水に添加する炭酸塩としては、炭酸ナトリウム（Ｎａ２Ｃ
Ｏ３）、炭酸カリウム（Ｋ２ＣＯ３）等のアルカリ金属の炭酸塩が好適に用いられる。こ
れらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。また、これらの炭酸塩を
含む排水を用いることもできる。
【００４５】
　炭酸塩の添加量は、少な過ぎると原水中のＳｒやその他のアルカリ土類金属イオンなど
を十分に除去することができず、多過ぎても添加量に見合う除去効果は得られなくなるこ
とから、原水中のＳｒやその他のアルカリ土類金属イオンの濃度に応じて反応当量に見合
うように適宜決定される。前記の式（２）～（４）から、原水中のＳｒ、その他のアルカ
リ土類金属濃度がわかれば必要な炭酸塩の添加量を算出できる。但し、反応に寄与しない
炭酸塩もあるので、理論必要量の１．０～２．０倍当量の炭酸塩を添加することが好まし
い。
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【００４６】
　また、Ｃａ、Ｓｒは、ｐＨ９～１３．５のアルカリ条件下でＣａＣＯ３、ＳｒＣＯ３と
して析出するため、ｐＨ調整剤として、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）、水酸化カリウム
（ＫＯＨ）等のアルカリを添加して、原水をｐＨ９～１３．５に調整する。特に、原水が
Ｍｇ２＋を含む場合、Ｍｇ２＋はｐＨ１２以上でＭｇ（ＯＨ）２として析出するため、こ
の場合にはｐＨ１２～１３．５に調整することが好ましい。なお、ｐＨ調整に用いるアル
カリとしては、アルカリ排水を用いてもよい。
【００４７】
　このようなアルカリ凝集を行うことにより、放射性ストロンチウムや共存するアルカリ
土類金属イオンをそれぞれその炭酸塩や水酸化物（マグネシウムの場合）として析出させ
て、原水中の濃度を低減することができる。
【００４８】
　アルカリ凝集においても原水中のＳｒ、その他のアルカリ土類金属イオンと炭酸塩とを
十分に反応させて析出物を得るべく、１～３０分程度の滞留時間（反応時間）が得られる
ように撹拌機付き反応槽を設計することが好ましい。
【００４９】
　アルカリ凝集を行った場合においても、反応液は、アニオン性高分子凝集剤（アニオン
ポリマー）等の高分子凝集剤を用いて凝集処理を行ってもよい。
【００５０】
　即ち、炭酸ストロンチウム及び炭酸カルシウムは、沈降性に優れた良好な凝集フロック
を形成するが、水酸化マグネシウムは沈降性が悪くかさ高いフロックである。水酸化マグ
ネシウムは表面電荷がやや正に帯電しているのでアニオンポリマーを添加することで粗大
フロックとなり、沈降性を改善することができる。
【００５１】
　アニオンポリマーとしては、特に限定されないが、例えばポリアクリルアミドの部分加
水分解物、ポリアクリルアミドとアクリル酸ナトリウムとの共重合物、アクリルアミドと
ビニルスルホン酸ナトリウムとの共重合物、及びアクリルアミドとアクリル酸ナトリウム
と２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸ナトリウムとの三元共重合物など
が挙げられ、これらの１種又は２種以上を用いることができる。
【００５２】
　アニオンポリマーの添加量は、少な過ぎると十分な凝集効果を得ることができず、多過
ぎると凝集不良を引き起こす恐れがあることから、０．５～５ｍｇ／Ｌ程度とすることが
好ましい。
【００５３】
　アルカリ凝集を行った場合、その後、固液分離した後に粉末状チタン酸アルカリ金属塩
を添加してもよいが、アルカリ凝集後、固液分離せずに粉末状チタン酸アルカリ金属塩を
添加し、その後固液分離を行うことが、固液分離のための沈殿槽やＭＦ膜分離装置を一つ
に集約することができ、工業的に有利である。
【００５４】
　また、アルカリ凝集を行う場合、アルカリ凝集後に粉末状チタン酸アルカリ金属塩を添
加する態様に限らず、炭酸塩、ｐＨ調整のためのアルカリと共に粉末状チタン酸アルカリ
金属塩を添加して、アルカリ凝集と粉末状チタン酸アルカリ金属塩による吸着処理とを同
時に行ってもよい。即ち、放射性ストロンチウムやアルカリ土類金属イオンは、炭酸塩と
優先的に反応するため、炭酸塩と粉末状チタン酸アルカリ金属塩とを同時に添加しても目
的を達成することができる。
【００５５】
　ただし、原水に炭酸塩を添加してアルカリ条件下で所定の時間反応させて原水中の放射
性ストロンチウムやアルカリ土類金属イオン濃度を低減した後に、粉末状チタン酸アルカ
リ金属塩を添加して吸着処理を行う方が、析出した沈殿物の飽和溶解度以下にまで放射性
ストロンチウムやアルカリ土類金属イオン濃度を十分に低減することができ好ましい。な
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お、アルカリ凝集の処理液のｐＨは、チタン酸アルカリ金属塩による吸着に適したｐＨと
なり、効率良く吸着処理を行うことができる。
【００５６】
　なお、原水に炭酸塩を添加した後、アルカリ凝集におけるｐＨ調整のためのアルカリと
共にチタン酸アルカリ金属塩を添加するようにしてもよい。
【００５７】
　以下に図面を参照して、アルカリ凝集を併用して本発明の放射性ストロンチウム含有排
水の処理方法を実施するための本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置につい
て説明する。
　図１～４は本発明の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置の実施の形態の一例を示
すものであり、１，１Ａ，１Ｂは撹拌機付き反応槽、２は沈殿槽、３はＭＦ膜分離装置、
４はｐＨ計を示す。
【００５８】
（１）　１段反応槽＋沈殿槽
　図１の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置は、１槽の撹拌機付き反応槽１と沈殿
槽２を用いたものであり、原水を反応槽１に導入すると共に、反応槽１にチタン酸アルカ
リ金属塩（粉末又はスラリー）と、炭酸塩、ｐＨ調整のためのアルカリをｐＨ計４に連動
させて添加して所定の時間反応させ、反応槽１からの反応液を沈殿槽２で固液分離する。
沈殿槽２の分離水は処理水として系外へ排出され、分離汚泥の一部は返送汚泥として反応
槽１に返送され、残部は余剰汚泥として系外へ排出される。
　なお、汚泥返送を行うことにより、返送汚泥を核として析出物を粗大化して沈降性を高
めるという効果が奏されるが、汚泥返送を行うと処理系のスケールアップにつながるため
、汚泥返送は行わなくてもよい。
【００５９】
（２）　１段反応槽＋ＭＦ膜分離装置
　図２の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置は、１槽の撹拌機付き反応槽１とＭＦ
膜分離装置３を用いたものであり、図１におけると同様に、原水を反応槽１に導入すると
共に、反応槽１にチタン酸アルカリ金属塩（粉末又はスラリー）と、炭酸塩、ｐＨ調整の
ためのアルカリをｐＨ計４に連動させて添加して所定の時間反応させ、反応槽１からの反
応液をＭＦ膜分離装置３で固液分離する。ＭＦ膜分離装置３の透過水は処理水として系外
へ排出され、濃縮水の一部は返送濃縮水として反応槽１に返送され、残部は余剰汚泥とし
て系外へ排出される。
　図２の態様においても、濃縮水の返送を行うことにより、濃縮水中の固形分を核として
析出物を粗大化して固液分離性を高めるという効果が奏されるが、濃縮水の返送を行うと
処理系のスケールアップにつながるため、濃縮水の返送は行わなくてもよい。
【００６０】
（３）　２段反応槽＋沈殿槽
　図３の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置は、２槽の撹拌機付き反応槽１Ａ，１
Ｂと沈殿槽２を用いたものであり、原水を第一反応槽１Ａに導入すると共に、第一反応槽
１Ａに炭酸塩とｐＨ調整のためのアルカリを添加して所定の時間反応させ、第一反応槽１
Ａの反応液を第二反応槽１Ｂに送給し、この第二反応槽１Ｂにチタン酸アルカリ金属塩（
粉末又はスラリー）と、更にｐＨ調整のための酸又はアルカリをｐＨ計４に連動させて添
加して所定の時間反応させる。そして第二反応槽１Ｂからの反応液を沈殿槽２で固液分離
する。沈殿槽２の分離水は処理水として系外へ排出され、分離汚泥の一部は返送汚泥とし
て第一反応槽１Ａに返送され、残部は余剰汚泥として系外へ排出される。
　この図３の態様においても、汚泥返送を行うことにより、返送汚泥を核として析出物を
粗大化して沈降性を高めるという効果が奏されるが、汚泥返送を行うと処理系のスケール
アップにつながるため、汚泥返送は行わなくてもよい。
（４）　２段反応槽＋ＭＦ膜分離装置
　図４の放射性ストロンチウム含有排水の処理装置は、２槽の撹拌機付き反応槽１Ａ，１
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ＢとＭＦ膜分離装置３を用いたものであり、原水を第一反応槽１Ａに導入すると共に、第
一反応槽１Ａに炭酸塩とｐＨ調整のためのアルカリを添加して所定の時間反応させ、第一
反応槽１Ａの反応液を第二反応槽１Ｂに送給し、この第二反応槽１Ｂにチタン酸アルカリ
金属塩（粉末又はスラリー）と、更にｐＨ調整のための酸又はアルカリをｐＨ計４に連動
させて添加して所定の時間反応させる。そして、第二反応槽１Ｂからの反応液をＭＦ膜分
離装置３で固液分離する。ＭＦ膜分離装置３の透過水は処理水として系外へ排出され、濃
縮水の一部は返送濃縮水として第一反応槽１Ａに返送され、残部は余剰汚泥として系外へ
排出される。
　図４の態様においても、濃縮水の返送を行うことにより、濃縮水中の固形分を核として
析出物を粗大化して固液分離性を高めるという効果が奏されるが、濃縮水の返送を行うと
処理系のスケールアップにつながるため、濃縮水の返送は行わなくてもよい。
【実施例】
【００６１】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
【００６２】
　なお、以下の実施例及び比較例では、以下の表１に示す性状の模擬海水を原水として用
いた。
【００６３】
【表１】

【００６４】
［合成例１：二チタン酸カリウムの合成］
　酸化チタン４１８．９４ｇ及び炭酸カリウム３７７．０５ｇをヘンシェルミキサーで混
合し、得られた混合物を振動ミルで粉砕しながら０．５時間混合した。
　得られた粉砕混合物５０ｇをルツボに充填し、電気炉にて７８０℃で４時間焼成を行い
、焼成物をハンマーミルにて粉砕を行い、不規則な方向に複数の突起が延びる形状を有し
た二チタン酸カリウムを得た。このものの平均粒子径は２０μｍであった。
【００６５】
［比較例１］
　Ｎａ２ＣＯ３を１３００ｍｇ／Ｌとなるように原水に添加すると共に、ＮａＯＨでｐＨ
１２．５に調整した。この時、析出した汚泥濃度は約２重量％であった。この水を孔径０
．２μｍのＭＦ膜で固液分離して処理水（ＭＦ膜透過水）を得た。
　この処理水の水質は表２に示す通りであった。
【００６６】
［実施例１～６］
　比較例１において、Ｎａ２ＣＯ３及びＮａＯＨと共に、合成例１で得た粉末状二チタン
酸カリウムを、チタン酸カリウム添加量が２００ｍｇ／Ｌ又は５００ｍｇ／Ｌとなるよう
に添加し、表２に示す時間、撹拌機付き反応槽で反応させ、その後反応液を比較例１と同
様にＭＦ膜分離処理した。
　得られた処理水の水質は表２に示す通りであった。
【００６７】
［実施例７，８］
　実施例５，６において、合成例１で得た粉末状二チタン酸カリウムを０．１ｍｏｌ／Ｌ
のＫＣｌ溶液に懸濁させたスラリー（粉末状チタン酸カリウム１０重量％）をチタン酸カ
リウム添加量が５００ｍｇ／Ｌとなるように添加し、表２に示す時間、撹拌機付き反応槽
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で反応させ、その後反応液を実施例５，６と同様にＭＦ膜分離処理した。
　得られた処理水の水質は表２に示す通りであった。
【００６８】
【表２】

【００６９】
　表２より、本発明によれば、他のアルカリ土類金属イオンが共存する高濃度放射性スト
ロンチウム含有排水であっても、放射性ストロンチウムを効率的に除去して処理水の放射
線量を有効に低減させることができることが分かる。
【符号の説明】
【００７０】
　１，１Ａ，１Ｂ　反応槽
　２　沈殿槽
　３　ＭＦ膜分離装置
　４　ｐＨ計
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